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図表34－－8（r）見ノノ   

〔⊃ 各制度サ串肘）イf端の棒グラフ（名‖日金仁好ヰ状堰いを除いた場合の推計偵）は、左端の棒グラフ（平成16隼   

財政再計算における、自戒1針隼度末積立金の将来見通し）について、名［］賃金上汁率を財政再計算の前提から実  

績の数イ耐こ置き換えて算‖＝ノたJ易合ソ）推「汁値であるし〕   

〔〕中央の棒グラフ（実績）とん端の棒グラフ（推計値）〝）高さの差分は、、n成18叫宴末積、【差金についての′夫績と   

将来見通しとの実質ベースの垂離をホし、図表3－47の「寄ナノー分ア～りの合計」にほぼ一致する〔）   
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第3章◆平成噸  
図表3－4－9 平成18年度末積立金の実績と  

平成16年財政再計算における将来見通しとの乗離状況の時系列  
【将来見通しの平成18年度を基準（＝100）にして表示】  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

5 収支比率及び積立比率の実績と将来見通しとの禾離の分析   

本節では、被用者年金について、平成18年度の収支比率や積立比率の「実績」が「将  

来見通し」と乗離した要因を分析する。   

収支比率は、年金財政の支出のうち保険料収入や運用収入など自前財源で賄うこと  

となる総合費用（「実質的な支出】国庫・公経済負担」のことで、総合費用率の算出に  

用いられる。）を保険料収入と運用収入の合計で除して得られる比率で、収支状況を表  

し、100％を超えると積立金の取り崩し等、保険料収入や運用収入のほかの財源が必要  

となることを意味する。また、積立比率は、前年度末積立金を総合費用で除して得ら  

れる比率で、積立金が総合費用の何年分に相当するかを表し、これが大きいほど積立  

金に余裕があることを示している。   

運用利回り、賃金上昇率、年金改定率等の実績が、平成16年財政再計算における将  

来見通しと蔀離することにより、積立金、保険料収入、総合費用などの単独の財政項  

目について、実績と将来見通しとの間に釆離が生じてくる（積立金は図表3212、保  

険料収入と総合費用は図表3－3－n9）。収支比率と積立比率は、ともに収入項目、支出項  

目、積立金などの各財政項目の動きを総合的に捉える財政指標であるが、複数の項目  

の組合せの結果、分子・分母で席離がある程度相殺されることもあり、単独項目のよ  

うに帝離が単純に拡大していくものではない。被用者年金各制度の平成18年度の収支  

比率は将来見通しより改善し、積立比率も概ね将来見通しより改善しているが、これ  

らについて詳しく分析することとする。   

なお、前述のとおり、席離分析を単純にするため、平成16年改正後の制度改正によ  

る基礎年金の国庫・公経済負担の引上げによって生じた帝離をあらかじめ除去する方  

法として、比較対象の－一方である平成16年財政再計算における「将来見通し」に当該  

引上げ分を反映し加tしたものを平成18年度の実績と比較している。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（1）平成18年度の収支比率   

最初に平成18年度の収支比率の実績と将来見通しを再度まとめておくと次の図表  

3－5－1のとおりで、各制度いずれも実績が将来見通しを下回っており、厚生年金で6．8  

ポイント、国共済＋地共済の簿価ベースで9．8ポイント（国共済及び地共済それぞれ  

ではそれぞれ1．8ポイント及び11．9ポイント）、私学共済の簿価ベースで9．0ポイン  

ト下回った。  

図表3－5－1平成18年度収支比率の実績と平成16年財政再計算における  
将来見通しとの帝離状況  

注1：［］内は、時価ベースである。  

柱2：厚生年金の実績は、厚生年金基金の最低責任準備金などを加えた「実績推計」である。  

注3：各共済の簿価ベースの実績は、要因分析のベースをあわせる必要性から正味運用収入に基づく数値として  

いる。このため第3節の数値とは合致しない。  

注4：将来見通しは、基礎年金拠出金にかかる国庫・公経済負担について、平成16年改正後の引上げ分を反映  

した加工値であり、年金数理部会にて推計した。  

注5：「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。  

（2）収支比率の帝離の発生要因別分解方法   

平成18年度の収支比率の実績が16年財政再計算における将来見通しと帝離した要  

因として次のものを考え、それぞれが寄与した分を計算する注1。  

○総合費用拝2が将来見通しと異なったこと  

○保険料収入が将来見通しと異なったこと  

○運用収入が将来見通しと異なったこと  

注1各要因が平成18年度の収支比率の将来見通しとの帝離に与えた寄与分の計算方法は、章末の  

補遺3参照のこと。本節で行う収支比率の各要因の寄与分の計算は、補遺3で示した算式・計算  

順によった場合のものである。一般に、寄与分の計算は計算の仕方によって結果が若干動くこと  

があることに留意されたい。  

注2 「実質的な支出一国庫・公経済負担」のことで、総合費用率の算出に使用される。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（3）収支比率の車離分析結果   

一収支比率の帝離の主要な要因は、運用収入が将来見通しと異なったこと－   

この計算結果によると（図表：卜52）、平成18年度の収支比率の実績が16年財政再  

計算における将来見通しをF回／〕た帝離は、主に運用収入が将来見通しと異なったこと  

により発生したものであることがわかる。   

帝離全体と運用収入の蔀離のノ寿与を対比させると、厚生年金で△6．8％に対して△  

6．8％、国共済＋地共済（簿価ベース）で△9．8％に対して△1l．4％（国共済で△1．8％  

に対し△4．6％、地共済で△11．9％に対し△13．1％）、私学共済（簿価ベース）で△9．0（％  

に対して△10．0％となっている（ 

地共済では総合費用の釆離が収支比率を低くする方向に働いているため、国共済＋  

地共済においても総合費用の範離が収支比率を低めているが、それ以外では、総合費  

用の乗離は収支比率を高くする方「古＝こ働いている。また保険料収入の蔀離は、厚牛年  

金を除きすべての制度で収支比率を高くする方向に働いている。  

図表3－5－2 平成18年度収支比率の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの帝離に対する各発生要因の寄与分  

（7）発生要因   
将来見通しとの蔀離   厚生隼金  lkl共済寸地兵済   H共済   地共済   私学共済   

18年度収支比率の将  

来見通しとの乗離  

（実績将来見通し）  L△6．8」 △9．R ［△7．2」△18 ［△12］△119 ［△89」△90 「△121」   

総合費用   ［1．1］ △1．3 ［△1．4］ 1．9   「1．9］△2．2 ［△2．3］  0．9   「0，8］   

保険料収入   L△1．11   ：う．O  Lこう．1］  0．9   ［1．0」  こト1   ［こi．7］  0．1   ［0．1」   

運用収入   ［△6．8］ ∧1ト1「△軋9］△′1．6 ［△4．0」△13．1［△10．2］△10．0 ［△1こう．0］   

1紳二度収支比率の将  

来見通しと〝）垂離を  

［100］ 100  ［100］100  ［100」100  100とした構成比  
総合費用   △16］   13  「1射 △105 ［△16こil   19  ［26］ △1（）  ［二△7］   

保険料収入   ［16］ △：う0 ［△こH］ △5：う ［△8：〕］ △29  L△42］ △2  L△1】   

運用収入   LlOO］   117  ［125」  257   「3こ17］ 110  ［1161  ＝＝  LlO8］   

注：［］内は、時価ベースである  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較   

「総合費用が将来見通しと異なること」の要因として、18年度の年金改定率が将来  

見通しと異なったこと等が考えられるので、この寄与分をさらに、   

017年度の総合費用が将来見通しと異なったこと注1の寄与分   

018年度の年金改定率が将来見通しと異なったことの寄与分   

018年度の年金改定率以外の要因が将来見通しと異なったこと柱2の寄与分  

に分けた。また、「保険料収入が将来見通しと異なること」の要因として、毎年度の名  

目賃金上昇率（年齢構成等の変動の影響を除去）が将来見通しと異なったこと等が考え  

られるので、この寄与分についても、   

017年度の保険料収入が将来見通しと異なったこと射の寄与分   

018年度について各制度の名目賃金上昇率（年齢構成等の変動の影響を除去）が将来  

見通しと異なったことの寄与分   

018年度について名目賃金上昇率以外の要因が将来見通しと異なったこと桔2の寄  

与分  

に分けた。さらに、「運用収入が将来見通しと異なること」の要因として、前節の積立  

金の蔀離分析でみたのと同様に、毎年度の名目運用利回りや運用収入以外の収支残が、  

累積して将来見通しと異なったことが考えられるので、この寄与分について、   

016年度末の積立金が将来見通しと異なったこと注1の寄与分   

017～18年度の各々について名目運用利回りが将来見通しと異なったことの寄与分   

017～18年度の各々について運用収入以外の収支残任3が将来見通しと異なったこ  

との寄与分  

に分けた拝4 
。   

注1 各制度の将来見通しは、平成17年度以降に関し作成されているので、平成17年度以前の蔀離  

の寄与までは遡らなかった。   

注2 受給者数や被保険者数の釆離など人口要素を含んでいることになる。   

注3 運用収入以外の収支残とは、運用収入以外の収支項目でみた収支残のことである。   

注4 計算方法の詳細は章末の補遺3参照のこと。   

結果は次の図表3－5－3のとおりであるが、主要な項目ごとに、大別して眺めると図  

表3－5－4のようになる。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

図表3－5－3 平成18年収支比率の実績と平成16年財政再計算における  
将来見通しとの蔀離に対する各発生要因の寄与分  
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注［］内は、時価ベースである。 

これらの要因のうち収支比率のマイナスの釆離にもっとも寄与しているのは、各制  

度とも平成18年度の名目運用利回りが将束見通しを上回ったことである。  

なお、総合費用の蔀離による収支比率への影響の中で最も寄与が大きいのは、各制  

度とも平成17年度総合費用の蔀離分である。また、保険料収入の帝離による影響は、  

厚年（収支比率への影響はマイナス）では17年度保険料収入の蔀離分の寄与が人き  

いが、国共済（収支比率への影響はプラス）では18年度名目賃金1二昇率の蔀離分の  

寄与が大きくなっている。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

図表3－5－4 平成18年度収支比率の実績と平成16年財政再計算における  
将来見通しとの乗離に対する主な要因の寄与分  

（図表3－5－3の組替え）  

将来見通しとの釆離の発生要因  
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総合費用  
17年度総合費用の帝離分   
年金改定率（18年度）   

年金改定率以外（18年度）  

保険料収入  
17年度保険料収入の帝離分   
名目賃金L昇率（18年度）   
名目貸金上昇率以外（18年度）  

運用収入  
16年度末積立金の乗離分   
名目運用利回り（17～18年度）   
運用収入以外の収支残（17～18年度）   

注：［］内は、時価ベースである。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（4）平成18年度の積立比率   

平成18年度の積立比率の実績と将来見通しとの垂離を再度まとめておくと次の図  

表355のとおり、厚生年金で（）．3、国共済＋地共済で0．4（時価ベースでは0．9、以  

下同じ。）（国共済、地共済別では、国共済△0．1（0．2）、地共済0．5（1．2））、私学共済  

で0．2（0．6）となっている。  

図表3－5－5 平成18年度積立比率の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの乗離状況  

区分   厚1二隼金 l同期芹・池井済l 国共済  地技済  l 私学共済   

、…1畔射㍑侶 
描   ［6・2］ 

［1］ ［］ ［］ ［］   

将来見通L   5．9  9．3  7．2  10．0  10．1   

華離（二美績将来見通L）  
△ 

［0∴う］ 

［］ ［］ ［］ ［］  

：う 8  △1．5  5．5  1．6  
垂離肌割介（実績′′将来見通し1）（｛2′G）   

［5・3］  ［102］  ［3．1］  ［12．2］  ［6．4］   

托1［］内は、時価ベースである＝⊃  

注2：厚生年金の実績は、厚′巨年金基金の最低責任準備金などを加えた「実績推汁」である。⊃  

注3：将来見通しは、基礎隼金拠出金に係る国瀬卜公経済鉦伸こ／）いて、、巨成16隼改正後の引上げ分を反映し  

た加1二値であり、年金数理部会にて推計した‖  

柱4：「［司共済十地井済」のノ尖績に／）いては、年金数理部会にて推計した＝  

（5）積立比率の帝離の発生要因別分解方法   

平成18年度の積立比率の実績が16年財政再計算における将来見通しと乗離した要  

因として次のものを考え、それぞれが寄与した分を計算する汗－（。  

○前年度末積立金が将来見通しと異なったこと  

○総合費用汗2が将来見通しと異なったこと   

柱1各要因が、1そ成1日年度の積揖ヒ率の将来見通しとの庫離に与－えた寄与分の計算〟法は、章末の  

補遺4参照のこと。ト本節で行う各要因の′寄与一分の計算は、補遺4でホした算式・計算順によ／〕た  

場合のものである－）一般に、ノ針メ▲分の計算は計算の仕方によって結果が若十動くことがあること  

に留意されたい。   

注2 「実質的な支出同庫・公経済負押」のことで、総合費用率の算Ⅲに使用される「）  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（6）積立比率の帝離分析結果   

一積立比率の帝離は、概して前年度積立金の帝離による－   

この計算結果によると（図表3－5－6）、厚生年金の乗離0．3に対して前年度末積立金  

の帝離分の寄与は0．4、国共済＋地共済の帝離0．4に対しては0．2（時価ベースでは、  

帝離0．9に対して0．8）（国共済の蔀離△0．1に対しては0．0（時価ベースでは、帝離0．2  

に対して0．4）、地共済の帝離0．5に対しては0．3（時価ベースでは、蔀離1．2に対して  

0．9））、私学共済の蔀離0．2に対しては0．3（時価ベースでは、帝離0．6に対して0．8）  

となっている。   

平成18年度の積立比率が国共済（簿価ベース）を除く各制度で16年財政再計算に  

おける将来見通しを上回った帝離の主な要因は、国共済＋地共済（簿価ベース）及び  

地共済（簿価ベース）を除き、前年度末積立金の蔀離によるものとなっている。  

図表3－5－6 平成18年度積立比率の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの帝離に対する各発生要因の寄与分  

注：［］内は、時価ベースである。   

「前年度末積立金が将来見通しと異なること」の要因としてさらに、前節の積立金  

の帝離分析でみたのと同様に、再計算の将来見通しの初年度における前年度末積立金  

及びそれ以降の各年度における名目運用利回りや運用収入以外の収支残が将来見通し  

と異なったことが考えられるので、この寄与分について、   

016年度末の積立金が将来見通しと異なったこと柱1の寄与分   

017年度について名目運用利回りが将来見通しと異なったことの寄与分   

017年度について運用収入以外の収支残任2が将来見通しと異なったことの寄与分   

に分けた。また、「総合費用が将来見通しと異なること」の要因についても、毎年度  

の年金改定率が将来見通しと異なったこと等が考えられるので、この寄与分をさらに、   

017年度の総合費用が将来見通しと異なったこと注1の寄与分   

018年度の年金改定率が将来見通しと異なったことの寄与分  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較   

018年度の年金改定率以外の要因が将来見通しと異なったこと汁3の寄与分  

に分けた汗1。   

江1 各制度の将来見通しは、平成17年度以降に関し作成されているので、、ド成17年度以前の範離  

のノ寄与までは遡らなかった 

注2 運用収入以外の収支残とは、運用収入以外の収支項目でみた収支残のことである。   

江3 受給者数や被保険者数の乗離など人口要素を含んでいることになる。   

柱4 計算力法の詳細は章末の補遺4参照のこと 

結果は次の図表3－5－7のとおりである。この要因分解の結果によると、  

1）平成17年度の名目運用利匡∫†りが平成16年財政再計算における将来見通しと異な   

ったことの寄与は、総じて大きくプラス（18年度積立比率を増やす方向に作用）に   

働いたこと  

2）平成18年度の年金改定率及び年金改定率以外の要因が平成16年財政再計算にお   

ける将来見通しと異なったことの寄与は、概して小さかったこと  

などがわかる。  

図表3－5－7 平成18年度積立比率の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの帝離に対する各発生要因の寄与分  

将来兄適Lと〟）範離rノ：催牛せ川  J＼」′卜隼令l   ‥し済十地代済   l  岡持折  l  拙ハ済  l  私学扶済   
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

補遺1  

平成17年度以降の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの比較のための加工について   

平成16年財政再計算における平成17年度以降の将来見通しには、平成16年の制度改正の内容は織り込   

まれているが、その後の制度改正は織り込まれていない。したがって、平成17年度以降の実績と平成16   

年財政再計算における将来見通しとの比較において、単純に差をとって違いをみても、その違いには、経   

済要素や人口要素のほかに制度改正要素に起因するものも含まれるので、分析が複雑になる。そこで、単   

純化のため、財政に影響を与える制度改正を既存の平成16年財政再計算における将来見通しに反映させ、   

加工した推計値と平成17年度以降の実績とを比較することにより、その違いの要因を経済要素や人口要素   

などに限定し、制度改正要素に起因するものを除外することとする。  

財政に影響を与える制度改正として、平成16年財政再計算における平成17～20年度の基礎年金拠出金   

に係る国庫・公経済負担については、平成16年改正に基づき各制度とも基礎年金拠出金の（1／3十11／1000）   

相当額として見込まれているが、その後の制度改正により当該国庫・公経済負担が引き上げられている（図   

表2【1－7参照）。平成17年度以降の具体的な負担（国庫・公経済負担割合及び定額分）については法律で   

明記されているので、平成17年度以降の引上げ分に相当する額を平成16年財政再計算における国庫・公   

経済負担の将来見通しの額に加算することとする。これによって、実績と平成16年財政再計算における基   

礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担割合等の違いを消すことができる。なお、平成20年度の引上げ後の   

国庫・公経済負担割合は平成19年度と同じとしている。  

財政見通しにおけるn年度の国庫・公経済負担の加算額（K．、（n＝17～20））を以下のとおりとする。（平  

成21年度以降はK。＝0とする。）  

Kl－（n＝17～20）  

＝ 将来見通しにおけるn年度の基礎年金拠出金  

×（n年度の基礎年金拠出金の国庫・公経済負担割合（平成17年度以降の制度改正を反映したもの）  

（1／3＋11／1000））  

＋ 基礎年金拠出金の国庫・公経済負担の定額分（平成17年度以降の制度改正を反映したもの）   

実質的な支出額は、保険料収入と国庫・公経済負担で賄う費用であり、給付費、基礎年金拠出金、その   

他拠出金の合計から追加費用、基礎年金交付金、その他交付金等収入を控除したもので表される。  

実質的な支出額＝給付費＋基礎年金拠出金＋その他拠出金  

一追加費用一基礎年金交付金その他交付金等収入  
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卜式には、保険料収入や同庫・公経済負頼Ⅵ噸は含まれず、匡＝奉・公経済負担の増加は尖質的な支出触   

には影響を㌧えない。  

方、基礎年金拠H金に係る同庫・公経済負f町）増加であることから、「実質的な支皿同庫・公経済負   

手勘 や基礎年金に関する文‖（＝基礎隼金拠日金（国庫・公経済負抑分除く））を加算額（K．、）だけ減少   

させ、基礎年金拠出金が含まれない独自給付に関する支H（＝実質的な支出一国庫■公経済負担一基礎咋   

金拠出金（国体・公経済負担分除く））には影響を与えない。また、国庫・公経済負担の増加により収入が   

増加するため、運用収入や積、ゝ金を増加させる。  

運用収入は、前年度末積、一／二金と）」川二度（り運用収入以外の収支残、運用利回りから計算できる。n年度の   

運用利回り（BI、）を次のように定義する 

B．1＝n年度の運用収入／（‖1隼度末積立金＋n年度の運用収入以外の収支残／2）  

平成16年財政再計算において、連用利回りには手を加えず、運用収入以外の収支残を、基礎年金拠出金   

に係る国庫・公経済負担跡JILげによっ、こ加Ⅰ二した結果とすることにより、適用収入にも、この制度改正   

が反映されることとなる。具体的な変換は、前述のとおりIl年度の運用利桓川をB－、、国倖・公経済負担   

の加算額をK．1とすると、以卜のとおりてある 

【運用収入】：、ド成16年財政再．汁貸における平成n年度運用収入（ITl（n＝17～））を次のように加丁する。   

平成16年財政再計算における平成17隼度以降の年度末積な金の加：I二倍は、上言己を総合させることによ   

って得られる（⊃ 具体的には、上L郎）表記な片し、て、 、ド成n年度末積）【／二金（A．、）は、K▲、に係る加1二を行うと   

次のような変換となる。   

【積、‡金】：、自戒16咋財政軋汁訊こおける平成17年度以降の年度末積立金を次のように変換する。記引ま  

これまでの記述と同じ〕  

仝制度共通  A‖ → Ar十∑．．7、．、KlX（1＋B－′／2）×11し⊥いト＼、（1＋lうL．）  
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補遺2  

平成18年度末の積立金の実績と   

平成16年財政再計算における将来見通しとの釆離の要因分解について  

平成18年度末の積立金の実績と平成16年財政再計算における将来見通し（平成16年改正後の国庫・公  

経済負担引上げを反映した加工値。以下同様。）の帝離の要因分解（釆離に対する各要因の寄与分の計算）  

は、以下のようにして行った。  

図表3－4－4の要因分解  

○ 平成18年度末の積立金は、平成16年度末積立金、平成17～18年度の収支残を使って、次のように表   

される。  

18年度末積立金＝16年度末積立金＋∑し＝Ⅰ7～ほ（t年度の収支残）  

○ 収支残は、前年度末の積立金から影響を受ける「運用収入」と、前年度末の積立金からは影響を受け   

ない「運用収入以外の収支残」に分けられる。  

収支残＝運用収入＋運用収入以外の収支残  

○ 孝一目運用利回りを、  

名目運用利回り＝運用収入／（前年度末積立金十運用収入以外の収支残／2）   

として算出する。この名目運用利回りを用いると、逆に運用収入を次式から算出することができる。  

運用収入＝前年度末積立金×当年度の名目運用利回り  

＋当年度の運用収入以外の収支残×当年度の名目運用利回り／2  

0 本年度末積立金は、前年度末積立金と当年度の運用収入以外の収支残、当年度の運用収入の合計であ   

るから、この運用収入の算出式を用いると、  

本年度末積立金＝前年度末積立金×（1＋当年度の名目運用利回り）  

＋当年度の運用収入以外の収支残×（1＋当年度の名目運用利回り／2）・‥（1）   

となる。  

○ ここで、  

A。：平成n年度末の積立金  

B。：平成n年度の名目運用利回り  

Cn：平成n年度の運用収入以外の収支残   

とおけば、式（1）は  

An＝A。．×（1＋B。）＋C。×（1＋Bn／2）・・・（2）   

と表されるが、平成16年度末積立金、平成17～18年度の各々の名目運用利回り、平成17～18年度の各々   

の運用収入以外の収支残を式（2）に繰り返し代入すると、平成18年度末積立金は以下のとおりになる。  

AIR＝［A16×（1＋B17）＋C17×（1＋B17／2）］×（1＋BIR）＋C18×（1＋B18／2）  

＝A16×Ilt＝．7～．8（1＋Bt）＋∑t．7～18CtX（1＋Bt／2）×Hu二t．l～18（1＋B。）・・・（3）   

A16、B。、C。（n＝17～18）をすべて実績（簿価ベース、時価ベース）とすれば、式（3）は実績の平成18年   

度末積立金（簿価ベース、時価ベース）と一致する。また、A］6、Bn、C。（n＝17～18）をすべて平成16  
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隼財政f斬「算における将来見通しとすれば、式（3）は平成16隼財政再計算における平成18年度未積立金   

と 一致する。  

○ なお、私ツ北漬では平成18年ノ如こおいて固定資産についての損益外減損処理を行っているため、、【1   

該処理に係る額l〕．Lは乗離の要因となろ（、㌦該処珊の無い制度や隼度については1）．，＝0と扱う）。本垂   

離分析卜当該処理は年度末に ▲析して行われたものとすると、式（3）は次のようになる。   

A川＝A川×Ir，1ト1H（l十Iil）＋∑t17＼川［ClX（1＋H一／2）十Dl］×Il。川＼1H（l＋上i．1）‥・（4）  

○ 推計式（4）において卜．言L①～☆の値を簿価ベース、時価ベースごとに計算する（〕  

（力  

A■（，、】うrl、C‖（Il＝17～18）、T）－Hすべてに実績を代入［平成18年度末積立金の実績となる］  

②～⑥  

Al（，、Ⅰう，】、C．，（n＝17～18）、Ⅰ）＝に順次、表のように、実績、、n或16年財政再計算における将来   

比通しを代入  

☆  

A圧、1j．1、C．、（rl＝17～18）、Ⅰ〕1Hすべてに、n或16隼財政再計算における将来見通しを代人［、日成   

18隼度末積立金の将来見通しとなる］  

①と☆の差「①☆」が実績と、自戒」6隼財政再計常における将来見通しとの乗離である。   

①と②の違いは、推計式（4）において、l（成16年度末積立金A川として、実績を代入するか、、ド成16  

年財政再計算における将来見通しを代人するか、だけの追いである（上i．、C．、（rl＝17～18）、1）川は①、②  

ともすべて実績を代人）〔。したがって差（①②）は、、ド成1針年度末帖点の積立金の蔀離（①☆）に  

対し、、ド成16咋度大崎点における積立金の将来現題しとの垂離が寄与した分とみなすことができる。   

②と③の違いは、推計式（1）の、ド成17隼度における「名目運用利l口1り」上う17に実績を代人するか、、巨  

成16隼財政再計常における将来見通しを代入するかの違いである。したがって差（②【③）は、、ド成  

18年度末時点の積立金の市離（①☆）に対し、名目道川利回りが、ド成17隼度で将来見通しと異なっ  

たことが寄fブーした分とみなすことができる〔）同様に、差（④⑤）は、名［］運用利回りが平成18年度  

で将来見通しと異なったことが寄与一した分とみなすことができる〔つ   

③と④の違いは、、‡そ成17隼度の「運州収入以外の収支残」C17に実績を代人するか、平成」6年財政  

再計算における将来見通しを代入するかの違いである。，したが／〕て差（③【④）は、、I王威18年度末時点  

の積立金の乗離（①…☆）に対し、遵川収入以外の収支残が、Iた成17年度で将来見通しと異なったことが  

′寄与した分とみなすことができる．。同様に差（⑤⑥）は、運用収入以外の収支残が平成18隼度で将来  

見通しと異なったことが寄㌧した分とみなすことができる。   

私乍共済の（⑥☆）の差は、、ド成1バイト度の損益外減損処理に係る′寄与分である。   

このようにして、平成18年度末時点の積立金の乗離（①→☆）を分解したものが図表3・1：うである。，  
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